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地方財政確立等に関する申入れ

　貴職の地方財政確立に向けたご努力に敬意を表します。

　地方財政は、旧政権が2004年度から３年間で行った「三位一体の改革」において、5.1兆円の地方交付税および臨時財政対策債を削減したことなどにより、自治体間の格差が拡大し、厳しい財政運営を迫られています。また、昨年来の景気後退により、今後、地方の税収が大幅に落ち込むことは避けられず、地方財政は一層逼迫することが懸念されています。

　一方、小さな政府と自己責任を重視したこの間の新自由主義的政策は、医療・福祉・介護、教育、環境など安心・安全の国民生活と直結する公共サービスの質の低下と地域間格差を招いています。

　「国民の生活が第一」とするスローガンを掲げ政権を獲得した新政府には、安心して暮らすことのできる社会の実現に寄与することを目的とする「公共サービス基本法」（2009年５月13日成立）の趣旨に基づき、国民が日常生活及び社会生活を円滑に営むために必要な基本的需要を満たす等、同法に基づく具体的な施策等を実現するため地方自治体の一般財源の確保、国と地方の税財源の見直しと政府予算編成が求められています。

　貴職におかれましては、今後の地方財政計画の策定等にあたって、地方自治と地方分権を推進する立場から、下記事項の実現に向けてご尽力頂きますようお願いします。

                                    記

１．三位一体改革により縮小した地方交付税の財源保障・財源調整機能を復元するため、地方財政計画・地方交付税の増額をはかること。
２．地方財政計画の策定にあたっては、自治体との十分な協議のもとに、地域の行政需要を的確に反映させ、公共サービス格差の解消、質の向上の実現に資するものとすること。

３．地方分権、少子・高齢化、地域医療確保、環境保全などの公共サービス水準を維持・向上させるため、地方公務員の総人件費（定数・給与）の十分な確保を行うこと。

４．自治体財政健全化法の運用については、国の関与は最小限に止め、自治体の自主的・主体的な財政健全化を基本とすること。

５. 地方財政計画や地方交付税の算定等の地方行財政制度のあり方について、政府課題として地方自治体と協議する場を早急に法制化すること。
以上
